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第５回環境放射能除染学会企画セッション（７月７日 １５時～１７時３０分） 

「福島の環境回復に向けた環境創造センターの役割」 

第１部 環境創造センター構成機関からの取組みの紹介 

 

 

KS2-3 国立環境研究所における災害環境研究の概要と今後の展開 

－環境回復研究の取組みを中心にして－ 

     大原 利眞（国立研究開発法人国立環境研究所フェロー）       

（福島支部研究総括、災害環境研究プログラム総括） 

 

国立環境研究所は、東日本大震災と福島第一原発事故の直後から様々な災害環境研究に取組

み、被災地の環境回復と復興に貢献してきた。現在は、環境回復研究、環境創生研究、災害環

境マネジメント研究の３つの研究プログラムを進めている。 

環境回復研究では、放射性物質により汚染された地域の環境回復を速やかに進め、安全・安

心な生活を確保するための研究を実施してきた。環境創生研究では、環境と調和した被災地の

復興を支援するために、福島県新地町などにおいて復興まちづくり研究を展開するとともに、

地域環境診断と将来シナリオの作成、省エネルギーな地域事業の設計、住民が参加する計画づ

くりなどに取組んできた。災害環境マネジメント研究では、将来の災害に環境面から備えるた

め、強靱な資源循環・廃棄物管理システムの構築、環境・健康リスク管理戦略づくり、それら

を支える人材育成やネットワーク形成のための研究を進めてきた。 

これらの研究の蓄積をもとに、2016 年 4 月に福島県三春町の福島県環境創造センター内に

国立環境研究所福島支部を開設し、福島県、日本原子力研究開発機構をはじめ、国内外の関係

機関やステークホルダーと連携して、より一層現地に根ざした研究活動を進める予定である。

本講演では、国立環境研究所が進める災害環境研究、特に環境回復研究の取組について紹介す

るとともに、今後の研究の方向性を示す。 

 




